
年　度 R3

シート№ 84

シート名

款 項 目

10 1 3 学校教育総務 事業 9,428 千円

10 2・3 2 就学奨励 事業 53,071 千円

10 2・3 1 事業 8,535 千円

10 2・3 1 小・中学校運営 事業 11,084 千円

10 2・3 1 事業 81,825 千円

事業 千円

合計 163,943 千円

H28

100%

H28実績

01 100%

0101 100%

010101

010102

0102 100%

010201

010202

0103 100%

010301

0104 100%

010401

110

02 100%

0201 12回

020101

020102

0202 3日 コロナの影響あり

020201

020202

0203 100%

020301

020302

0204 100%

020401

020402

0205 100%

020501

020502

16,646

03 100%

0301 100%

030101

030102

0302 100% R元以降　制度利用者なし

030201

030202

0303 100% R元以降　制度利用者なし

030301

030302

43,116

再任用

5.0 0.0 0.0

すべてのシートの合算 13.0 9.0 0.0

このシートの行政活動（手段）を遂行するための事業予算額
(R3年度予算額)

○

○

‐

‐

人工

このシートの行政活
動（手段）を遂行する
ための職員数（実配

置ベース）

正規
会計年
度任用

事業名 予算額

児童・生徒・教職
員健康管理対策

教諭補助員・
介助員設置

備　　　　　　　　　　考達成
R2

100%

100%

100%

100%

100%

100%

75

100%

就園援助者数

就学援助者数

児童生徒就学奨励事業の周知

児童生徒就学奨励事業の実施

市内公立幼稚園就園奨励 減免者数

就学、異動及び学校指定、転学等の円滑な事
務手続き

学籍の管理

就学予定者の把握

→

100%

100%

100% 100% 100% →

12,659

就学・就園奨励の支援 充足率 100% 100% 100%

学校評議員制度の充実

幼稚園評議員制度の充実

学校事務の効率化 児童生徒数 100% 100% 100% →100% ○

学級編制関係調査

所有免許状調査

教職員の免許更新・認定講習の奨励

証明書の作成・交付

免許申請数・講習受講者数 100%

校長会議の開催 会議の開催日数 11回

施策の方向

Ⅳ－１２　子どもの「確かな学力」、「豊かな人間性」、「健康・体力」をバランスよく育むため、
一人ひとりの発達段階や能力に応じたきめ細かな幼児教育、小学校教育、中学校教育、特
別支援教育の充実を図ります。

業務コード
（2桁・4桁・6桁）

行政活動(手段)

安心して質の高い学校教育をうける環境が
整っている

100%

学校運営の支援 充足率 100%

小・中学校への教諭補助員等の配置

教諭補助員設置事業

R元
目標

→100% 100%

100% →

目標R2実績

H29

指標 H29実績 H30実績 R元実績

充足率の維持

業務棚卸表
（総合計画施策説明表）

所　属 教育委員会　学校教育課　学事係

学事

施策目的
（上位目的）

12　心身ともに健康で確かな学力を身につけた子どもが育つまちになる

H30

学級編制及び教職員の配置 教職員充足率（人数） 100% 100%

第五次
総合計画

基本目的

Ⅳ　子どもたちが健やかに成長できるまち

過去の実績
任　務　目　的 指　　標

○

備　　　　　　　考

教職員等の充実した配置 充足率 100% 100% 100% → ○

達成

○

100% →

制度及び更新講習の周知

100% ○

特別支援教育介助員の配置 　介助員充足率（人数） 100% 100% 100% →

市費補助教員充足率（人数） 100%

事業名 年度別決算・予算額（千円） 288 210 344

特別支援教育介助員設置事業

教諭補助員設置事業、特別支援教育介助員設置事業 479

100% 100% →

14回

100% 100% →

○

○11回 12回 ↑

○

○

校長会議の周知

校長会議の議題収集

学校運営の推進 会議の開催日数（各学校単位） 3日 3日 3日 →2日 ×

新入学予定児童数 100% 100% 100%

教科書無償給与制度の実施

社会科副読本の活用

○

○

→

就学時健康診断の周知

就学時健康診断の実施

教科書の給与と副教科書等の配付 児童生徒数 100% 100% 100%

事業名 就学奨励事業、私学振興及び就園奨励事業 年度別決算・予算額（千円） 42,984 40,001 39,175

→

26,937

100%

100%小中学校の就学奨励

100% 100% － →

事業名 学校教育事業、小・中学校運営、教育振興事業 年度別決算・予算額（千円） 5,013 6,537 4,378

53,071

100% － － →

私立幼稚園就園奨励補助事業の周知

私立幼稚園就園奨励補助事業の実施

－

－

40,396

市内公立幼稚園減免の周知

市内公立幼稚園減免の実施

私立幼稚園就園奨励

※R元.10の「幼児教育・
保育の無償化」実施によ
り制度廃止

※R元.10の「幼児教育・
保育の無償化」実施によ
り制度廃止



04 100%

0401 100%

040101

040102

0402 100%

040201

040202

0403 100%

040301

040302

040303

0404 100%

040401

040402

11,861

○

○

○

○

○

結核健康診断精密検査該当者の選定 

児童・生徒健康管理対策事業

災害共済給付等事務

災害共済給付等事務 傷害件数

児童・生徒の健康診断の充実

健康管理事業の充実

健康診断実施の周知

児童・生徒健康管理対策事業

小・中学校教職員の健康診断の充実

充足率 100% 100% 100%

100% 100% 100% →

児童・生徒人数 100% 100% 100% →

→100%

→

100%

 教職員人数 100% 100% 100%

100%

14,435

第五次総合計画　後期基本計画【Ｈ２８年度～Ｒ２年度】期間におけるシートの総括 総括を踏まえた、今後の考えや方針等

学校を取り巻く社会情勢の変化が進む中、第五次総合計画後期基本計画に基づき、園児・児
童生徒の就園や就学、学校生活の支援などのほか、非常勤職員の配置や教職員も含めた健
康管理事業、変化する教育現場に対応した事業を展開してきたところである。
しかし、近年の少子化、共働き世帯の増加による子育て環境の変化に対応した幼児教育・保育
の在り方や、増加する外国籍の子どもの就学などについて早急な対応・対策が求められてい
る。

限られた予算措置や職員配置の中で、学校や保護者からの多様なニーズに応えていくために、既存事業の見
直しや効率化の検討、そして新規事業の導入も進めていく必要がある。
そのような中で、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、一層の学校安全を図りつつ、ICTの活用やオ
ンライン学習、英語教育の推進など、多様化する学校教育に対応するため、より柔軟に取り組んでいかなけれ
ばならない。
また幼稚園においても、市全体の子育て環境の今後の在り方を踏まえ、認定こども園への移行を関係部署と
連携して進めていく。

健康診断実施の周知

教職員健康管理対策事業

児童生徒結核対策

事業名
幼稚園・小・中学校運営、児童生徒・教職員健

康管理対策事業
年度別決算・予算額（千円） 12,855 12,660 13,478

全国市長会学校災害賠償補償保険制度事務
手続き

独立行政法人日本スポーツ振興センター負担
金事務手続き

100% 100% →

100%

100%

13,470

100%

児童・生徒数



年　度 R3

シート№ 85

シート名

款 項 目

10 1 3 学校教育総務 事業 9,428 千円

10 1 3 学力向上対策 事業 14,124 千円

10 1 3 英語教育推進 事業 68,115 千円

10 1 3 人権教育推進 事業 118 千円

10 1 3 特別支援教育指導事業 571 千円

千円

合計 92,356 千円

H28

100%

H28実績

01 ９６回

0101

010101

010102

010103

0102 ４１回

010201

010202

010203

0103 ５９回 コロナの影響あり

010301

010302

010303

0104 １０回

010401

010402

010403

0105 １５回・日

010501

010502

010503

0106 ３０２４人・時間

010601

010602

0107 研究授業実践（９回） コロナの影響あり

010701

010702

010703

25,863

02

0201 ４２５人 コロナの影響あり

020101

020102

020103

0202 ３０９人 コロナの影響あり

020201

020202

020203

0203 ３３人

020301

162

コロナの影響あり×

→

会議回数＋展示日数 １４回・日 １６回・日 １６回・日 →

研究授業実践（１０回） →

ＡＬＴ人数＋授業時間 ４８５０人・時間 ５９６０人・時間 ５９６０人・時間 ↑

○

×

○

×

×

○

○

×

×

予算額

100%

５０回

１３３回

１０回

５回

１６回・日

６４００人・時間

研究授業実践（８回）

51,039

このシートの行政活動（手段）を遂行するための事業予算額
(R3年度予算額)

人工

このシートの行政活
動（手段）を遂行する
ための職員数（実配

置ベース）

正規
会計
年度
任用

再任用

7.0 0.0 0.0

すべてのシートの合算 13.0 9.0 0.0

過去の実績
目標 達成

R2

事業名

R2実績

特別支援教育推進委員会の開催

教育支援委員会の開催

心理検査委員会の開催

教科用図書の採択

教科用図書採択協議会の開催

調査研究部会の開催

教科用図書展示会の開催

国際理解教育

１０回

所　属 教育委員会 学校教育課 指導係

学校指導

第五次
総合計画

基本目的

Ⅳ　子どもたちが健やかに成長できるまち

施策目的
（上位目的）

12　心身ともに健康で確かな学力を身につけた子どもが育つまちになる

施策の方向

Ⅳ－１２　子どもの「確かな学力」、「豊かな人間性」、「健康・体力」をバランスよく育むため、
一人ひとりの発達段階や能力に応じたきめ細かな幼児教育、小学校教育、中学校教育、特
別支援教育の充実を図ります。

任　務　目　的 指　　標 備　　　　　　　　　　考
H29 H30 R元

幼稚園・小学校・中学校の園児・児童・生徒に対す
る教育を充実させるため、幼稚園・小学校・中学校
への指導等を行う

充足率の維持 100% 100% 100% →

業務コード
（2桁・4桁・6桁）

行政活動(手段) 指標 H29実績 H30実績 R元実績 目標 備　　　　　　　考

学校教育指導の実施 ７２回 ８０回 ７９回 →

幼・小・中学校への指導助言 指導回数

達成

校園長会議

各種主任等会議

指導資料等の提供

学校訪問の実施 指導訪問回数 １１８回 １５３回 １４５回 →

前期指導主事訪問

中期指導主事訪問

要請訪問

学力の向上
授業細案をもとにした研
究授業回数

６１回 ８３回 ８１回 →

学力向上対策会議の開催

CRT・NRTの実施

仮説公開授業の実施

事業名
学校教育指導事業　学力向上対策事業　小学
校英語活動推進事業　特別支援教育指導授業

年度別決算・予算額（千円） 29,987 33,150 33,220 49,241

ALT会議

ALT研修会

小学校英語活動推進事業

小学校英語活動推進会議

小学校英語活動推進事業ワークショップ

小学校英語活動推進事業実践指定校授業公開

会議回数 １０回 １１回

指導計画・教材作成 研究授業実践（６回） 研究授業実践（１１回）

特別支援教育・教育支援

教職員研修の実施

教職員研修（夏季教職員研修） 受講者人数 ３９９人 ４１９人 ４２７人 →

群馬県の教育課題

確かな学力を育む授業の充実

豊かな心を育む読書のすすめ

４１人

教職員研修（人権教育） 受講者人数 ３５０人 ３５０人 ３２８人 → ×

学校人権教育推進委員会の開催

人権教育全体研修会の開催

公開授業の実施

０人

教職員研修（幼稚園五園研修） 受講者人数 ２６人 ２９人 ４０人 →

「運動的な遊び」研修会の開催

事業名 学校教育指導事業　人権教育推進事業 年度別決算・予算額（千円） 109 115 110 118

０人

14



03

0301

030101 ４回

030102

030103

0302 １２回

030201

030202

－

04

0401 １１件

040101

040102

0402 １８回 コロナの影響あり

040201

040202

040203

0403 １４４回

040301

040302

040303

10,100

05

0501 １５回

050101

050102

050103

0502 118

050201

050202

0503 365

050301

050302

050303

0504 ５園

050401

050402

0505 １園

050501

050502

3,214

×

×

○

○

×

×

○

‐ ※H30に子ども・子育て
支援新制度移行のため
対象園なし

○

○

３２３回

2,719

１５回

74

260

５園

－

25

５園

１５回

１０７回 ３０２回 →

安全・衛生管理の徹底にかかる指導の実施

幼稚園事務

電算事務（給食費・保育料）の処理

幼稚園の行事等の管理

→

園児数 119 97 82 →

指導回数 １５回 １５回

幼稚園教育（保育）指導の実施

５園 ５園

生徒指導 -

生徒指導担当者会議の開催

前期指導主事訪問

中期指導主事訪問

問題行動への指導 問題行動の研修 １２回 １２回 １２回 →

会議数 ４回 ４回 ４回 →４回

１２回

学校生活に関するアンケートの実施

校長会議

事業名 学校教育指導事業 年度別決算・予算額（千円） － － － －－

保健体育指導の実施

学校保健・安全の指導 交通事故数 １４件 ２３件 ２７件 ↓２６件

学校安全総合点検の実施

校長会議

学校体育・中体連・林間学校の指導 指導回数 １８回 １８回 １８回 →１６回

体力向上推進委員会の開催

前期指導主事訪問

中期指導主事訪問

事業名 学校教育指導事業、幼稚園運営 年度別決算・予算額（千円） 503 40 5

私立幼稚園運営費補助

実績報告書等の確認

幼稚園の指導

申請書等の指導

園長会議

前期指導主事訪問

中期指導主事訪問

幼稚園児の就園・異動

入園募集の掲載（広報誌・HP)

転出・転入児の管理

幼稚園給食

献立会議の開催

食育指導の実施

園の数 １園

37

事業名 学校体育事業 年度別決算・予算額（千円） 10,829 10,532 9,804 6,462

学校給食の指導

食の指導に関する指導の実施

前期指導主事訪問

中期指導主事訪問

指導回数 ８７回

→

－ － →

園児数 366 345 303 →

園の数

第五次総合計画　後期基本計画【Ｈ２８年度～Ｒ２年度】期間におけるシートの総括 総括を踏まえた、今後の考えや方針等

園児や児童生徒数が減少する一方、教育的ニーズは個別化、多様化する中で、第五次総合計
画後期基本計画の政策目的を達成するために、幼稚園や小・中学校への指導助言の機会を増
やしたり、園学校訪問指導を手厚くしたりして努めてきた。
しかし、新学習指導要領への移行や教職員年齢の二極化、働き方改革の影響、ＩＣＴ活用の推
進や英語教育の早期化、高度化など、長期にわたって解決しなければならない教育課題が山
積する状況が続いている。

総括に示した教育課題の多くは、学習や生活における適切な一斉指導はもちろんのこと、一人ひとりの園児、
児童生徒に応じたきめ細かな指導や支援が求められていることに起因している。
そこで、新学習指導要領にある「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた、各学校園の取組に対する指導
支援を充実させ、園内研修や校内研修等の推進を通して教職員の働き方改革や若手育成、資質向上に向け
た各学校園の取組を加速させていく。



年　度 R3

シート№ 86

シート名

款 項 目

10 1 4 研究所運営 事業 9,314 千円

10 1 4 教育相談 事業 645 千円

10 1 4 「心の教室相談員」配置事業 4,748 千円

事業 千円

事業 千円

事業 千円

合計 14,707 千円

H28

1.8

H28実績

01 62

0101 5 コロナの影響あり

010101

010102

010103

0102 1.7 コロナの影響あり

010201

010202

010203

0103 -

010301

010302

010303

3,005

○

×

×

×

‐

達成

備　　　　　　　　　　考

備　　　　　　　考

人工

このシートの行政活
動（手段）を遂行する
ための職員数（実配

置ベース）

正規

1.0

すべてのシートの合算 13.0

このシートの行政活動（手段）を遂行するための事業予算額
(R3年度予算額)

事業名 予算額

過去の実績
目標 達成

R2

施策の方向

Ⅳ－１２　子どもの「確かな学力」、「豊かな人間性」、「健康・体力」をバランスよく育むため、
一人ひとりの発達段階や能力に応じたきめ細かな幼児教育、小学校教育、中学校教育、特
別支援教育の充実を図ります。

Ⅳ－１２　子どもを取り巻くさまざまな問題の解決に向けて、家庭・地域・学校は相互に連携
を強め、三者一体となった取り組みを進めます。

Ⅳ－１２　幼児の教育施設、保育施設、小学校や中学校における子どもたちのさまざまな活
動が、より安全で安心なものとなるよう、学習環境の充実を図ります。

業務棚卸表
（総合計画施策説明表）

所　属 教育委員会　教育研究所

教育研究所

会計
年度
任用

再任用

第五次
総合計画

基本目的

Ⅳ　子どもたちが健やかに成長できるまち

9.0 0.0

9.0 0.0

業務コード
（2桁・4桁・6桁）

任　務　目　的 指　　標

1.87

H29 H30 R元

子どもたちが生きる力を身につけ、よりよい教育が
受けられるよう、教職員への研修や子どもへの適応
指導や相談事業を充実させる。

アンケートの満足度（4段階：-2～+2） 1.65 1.8 1.75 ↑

行政活動(手段) 指標 H29実績 H30実績 R元実績 目標R2実績

132学校（園）生活に不適応を起こしているこどもに支援を行う 年間不登校児童生徒数 75 91 109 ↓

施策目的
（上位目的）

12　心身ともに健康で確かな学力を身につけた子どもが育つまちになる

学校配置の相談員の活用を図る 連絡会議等の実施回数 5 5 5 →

適応指導教室「ふれあい学級」を運営

学校コンサルテーションを実施

子ども相談室（電話・来所・訪問相談）を運営

4

学力の向上に向けた授業改善を図る

教科書の採択を行う

今日的な課題を解決するために教職員等への研修を推進する 教職員等の満足度(4段階:-2～+2) 1.95 1.75 1.9 →

教職員による教育研究を行う

教職員や保護者等を対象とした研修会を実施する

研究所相談員の力量を高める研修会を実施する

1.6

-学校（園）教育に対して支援を行う
授業がよくわかると回答する
市内の児童生徒の割合

- - -

小学校・中学校へ、指導助言する

不登校の児童生徒は増加しており、その要因についても多様化している。中学校における心の教室相談
員の活用においては、不適応を起こしている生徒一人一人に合わせた対応を行うことができた。併せて、
各学校の教育相談主任やスクールカウンセラーとの連携も図り、改めて教育相談体制を見直すことにつ
ながった。
適応指導教室においては、一人一人の実態に合わせた目標を設定し、学校と連携を取りつつ、それぞれ
の社会的自立と適応を目指してきた。
教職員における研修会や保護者を対象として研修会を実施することで、教職員の力量を高めるだけでな
く、教育研究所相談員の力量を高めることにもつながり、今日的な課題の解決へ努めることができた。

市内小中学校においては、不登校の早期支援について、館林市不登校対応早期支援プログラム「Thanks」を
推進していく。学校において、一人一人に合った支援を継続するだけでなく、外部機関も活用し、不登校対策を
充実させていく。併せて、自分の安心できる居場所作り支援を行いつつ、児童生徒とのつながりを強化してい
く。
教育研究所の適応指導教室についても活動を充実させ、児童生徒のエネルギーをためる手立てを継続させつ
つ、来所相談や訪問相談において、児童生徒・保護者・学校への支援を行っていく。
研究所主催の研修会でも、教職員・保護者のニーズに合わせた内容を実施し、今日的な課題の解決に努めて
いく。

第五次総合計画　後期基本計画【Ｈ２８年度～Ｒ２年度】期間におけるシートの総括 総括を踏まえた、今後の考えや方針等

事業名 教育研究所事業 年度別決算・予算額（千円） 1,922 1,912 1,888 14,7841,946


